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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第10期

会計期間

自平成20年
　10月１日
至平成20年
　12月31日

自平成19年
　10月１日
至平成20年
９月30日

売上高（千円） 5,167,31025,487,959

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△117,0081,884,810

四半期（当期）純利益（千円） 163,204 554,124

純資産額（千円） 4,247,0954,099,312

総資産額（千円） 22,741,52327,111,043

１株当たり純資産額（円） 663.09 640.02

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 25.48 99.65

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 25.35 99.49

自己資本比率（％） 18.7 15.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,809,5435,548,369

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
20,842 △88,293

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,611,486△4,992,460

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 588,2901,369,391

従業員数（人） 67 70

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 　　　 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

  

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 67 (1)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は期末人員を（ ）外数で記載しております。 

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 62    (－)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は期末人員を（ ）外数で記載しております。  
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産及び受注実績

　当社グループは、不動産開発事業、ソリューション事業、不動産ファンド事業及び不動産管理事業を行っており、生

産及び受注実績を定義することが困難であるため、生産及び受注実績の記載はしておりません。

 

(2) 仕入実績 

  当第１四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

不動産開発事業（千円） － －

　分譲マンション開発（千円） － －

　収益不動産開発（千円） － －

ソリューション事業（千円） － －

不動産ファンド事業（千円） － －

不動産管理事業（千円） － －

　　　　　 合計（千円） － －

（注）１. セグメント間の取引はありません。

    　２. 当第１四半期連結会計期間における仕入実績はありません。

　　　３. 前第１四半期連結会計期間は開示していないため、前年同期比は記載しておりません。

 

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

不動産開発事業（千円） 4,605,262 －

　分譲マンション開発（千円） 4,567,073 －

　収益不動産開発（千円） 38,189 －

ソリューション事業（千円） 537,551 －

不動産ファンド事業（千円） － －

不動産管理事業（千円） 24,496 －

　　　　　 合計（千円） 5,167,310 －

  （注）１. 当第１四半期連結会計期間のセグメント取引は、17,983千円であります。

　　　　２. 前第１四半期連結会計期間は開示していないため、前年同期比は記載しておりません。 

 　　　 ３. 当第１四半期連結会計期間の主な相手別の販売実績につきましては、全ての相手先が販売実績の100分の10未満

であるため、記載を省略しております。
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２【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手先 契約の名称 契約の内容 契約期間 

㈱アスコット ㈱グローバル住販 販売代理基本約定書 

 契約期間に販売する

 土地付区分建物の販

 売代理契約 

 平成21年１月１日か

 ら平成21年12月31日

 までの間

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の

混乱の影響を背景に、企業業績の停滞、日経平均株価等の株価指数の下落や円高の進行等により、景況感は急速に停

滞してまいりました。また、資金面においては一部大企業による直接金融から間接金融へのシフトにより金融機関

の中小企業に対する融資残高の縮小による財務状況の悪化傾向が見られました。

当社グループが属する不動産業界におきましても金融機関からの不動産関連事業案件への融資の厳格化や実態

経済の低迷による金融市場の運用環境の悪化等により不動産及び不動産に係る資金の流動性が停滞しております。

また、分譲マンション市場においては、引き続き改正建築基準法の影響による住宅着工数の減少、建築費の高騰の影

響等により販売価格を含む需給バランスのミスマッチが見られております。

このような事業環境の下、不動産開発事業における収益不動産開発の開発プロジェクト用地の売却に関して、売

却予定先の資金繰等の都合により売買の決済ができなかったことにより契約違約金収入として400百万円を特別利

益に計上いたしました。また、当連結会計年度より適用となる「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）により、不動産開発事業及びソリューション事業における当社保有物件について、合

理的な取引予定額と比較したうえで、たな卸資産評価損として1,175百万円を売上原価に計上いたしました。

この結果、当社グループの当第１四半期連結会計期間における経営成績は、売上高5,167百万円、営業損失１百万

円、経常損失117百万円、四半期純利益163百万円となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績の概要は、以下のとおりであります。なお、各セグメントの売上高の金額は、セグ

メント間の内部売上高を含めない数値を記載しております。

　

（不動産開発事業）

当第１四半期における不動産開発事業の売上高は4,605百万円、営業利益415百万円となりました。当社グループ

の不動産開発事業は、分譲マンション開発並びに収益不動産開発に分かれており、各部門における売上高は次のと

おりであります。  

 

分譲マンション開発

分譲マンション開発におきましては、「アスコットパーク」シリーズ29物件目である「アスコットパーク日本

橋浜町bisiki」「イーストコア曳舟壱番館」等の分譲引渡をしております。

また、当社が開発を予定している１物件について「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し、たな卸資産

評価損として504百万円を計上しております。

その結果、当第１四半期における売上高は4,567百万円、営業利益は765百万円となりました。

 

収益不動産開発

収益不動産開発におきましては、不動産投資家等に売却した開発物件はなく、当社が保有する賃貸マンション

等において、借主からの賃料の収受が主な売上高となりました。また、当社保有の２物件について「棚卸資産の評

価に関する会計基準」を適用し、たな卸資産評価損として340百万円を売上原価に計上しております。

その結果、当第１四半期における売上高は38百万円、営業損失は349百万円となりました。
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（ソリューション事業）

ソリューション事業におきましては、不動産投資家に売却した物件は１物件、借主からの賃料の収受は、当社が保

有する賃貸マンション等の稼働率が高い水準で推移しました。また、当社保有の４物件について「棚卸資産の評価

に関する会計基準」を適用し、たな卸資産評価損として330百万円を売上原価に計上しております。

   その結果、当第１四半期における売上高は537百万円、営業損失は273百万円となりました。

 

（不動産ファンド事業）

不動産ファンド事業におきましては、出資している不動産ファンドからの分配金の収受はありません。

その結果、当第１四半期における売上高はなく、営業損失は２百万円となりました。

 

（不動産管理事業）

不動産管理事業におきましては、当社が開発しました分譲マンション、賃貸マンション等からの分譲管理並びに

建物管理業務による受託収入が順調に推移しました。

その結果、当第１四半期における売上高は24百万円、営業利益は２百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析　　　   

（資産の部） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は22,741百万円（前連結会計年度末：27,111百万円）となり、前連結会計

年度と比較して4,369百万円の減少となりました。主な要因として、支払手形及び買掛金の支払に伴い現金及び預金

が777百万円減少、たな卸資産（販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成業務支出金）に計上されている３物件を分

譲引渡・売却し、さらにたな卸資産評価損として1,175百万円を計上したことによりたな卸資産が3,159百万円減少

したこと等によります。

 

（負債の部） 

負債は18,494百万円（前連結会計年度末：23,011百万円）となり、前連結会計年度と比較して4,517百万円の減

少となりました。主な要因として、たな卸資産計上の３物件を分譲引渡・売却したことに伴い金融機関等へ借入金

を返済したことにより、有利子負債残高（短期借入金、１年以内返済予定長期借入金、長期借入金）が2,611百万円

減少し、分譲マンション開発にて２物件の分譲引渡を行ったことにより前受金が1,204百万円減少したこと等によ

ります。

 

（純資産の部）

純資産は4,247百万円（前連結会計年度末：4,099百万円）となり、前連結会計年度と比較して147百万円の増加

となりました。主な要因として、利益剰余金が163百万円増加し、評価・換算差額等が15百万円減少したことにより

ます。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は588百万円（前連結会計年度：1,369百万円）

となり、前連結会計年度と比較して781百万円減少しております。  

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により増加した資金は1,809百万円となりました。

主な増加要因として、たな卸資産が1,987百万円減少、たな卸資産評価損1,175百万円を計上したこと等によりま

す。主な減少要因として、仕入債務が489百万円減少、前受金が804百万円減少したこと等によります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により増加した資金は20百万円となりました。

主な要因として、定期預金の払戻、預入の差額にて27百万円増加、有形固定資産の取得により７百万円減少したこ

と等によります。

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により減少した資金は2,611百万円となりました。

主な要因として、たな卸資産計上の３物件の分譲引渡・売却に伴う金融機関等への長短借入金の返済により

2,611百万円減少したことによります。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。   

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,936,000

計 15,936,000

  

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,405,000 6,405,000
ジャスダック

証券取引所 
（注） 

計 6,405,000 6,405,000 － －

　（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であり、単元株

　　　　式数は100株であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び旧商法280ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　第１回新株予約権　平成17年８月９日臨時株主総会決議（平成17年９月14日取締役会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 119

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数　100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 71,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 90

新株予約権の行使期間  平成19年８月10日から平成27年８月８日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　　　　　　　　　発行価格　　　 90

　　　　　　　　　資本組入額　　 45 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．平成19年１月19日開催の取締役会決議により、平成19年３月１日付で当社普通株式１株を３株、平成19年９月

11日開催の取締役会決議により、平成19年９月28日付で当社普通株式１株を２株及び平成20年３月14日開催

の取締役会決議により、平成20年３月31日付で当社普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割をする場合、資本減少を行う場合、その他

これらの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整される

ものとする。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整するものとし、調整の結果生じ

る１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が時価（ただし、当社株式の上場前においては、その時点における調整前

行使価額を時価とみなす）を下回る価額で新株の発行を行う場合（ただし、時価発行として行う公募増資、
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新株予約権及び新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）、次の算式により行使価額を調整するも

のとし、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 新規発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行株式数＋ 新規発行前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

時価」を「処分前の時価」に読み替えるものとする。

さらに、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継され

る場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収合併を行

う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権行使の条件は次のとおりであります。

（1） 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても当社または当

社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社または当社子

会社の取締役、監査役が任期満了の事由により退任する場合及び当社または当社子会社の従業員が定年

により退職する場合はこの限りではない。

（2） 当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

（3） 新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

（4） 新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するま

では、本新株予約権を行使できないものとする。

（5） 新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

（6） その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。
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②　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　第２回新株予約権　平成18年８月29日臨時株主総会決議（平成18年８月29日取締役会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 101

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数　100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500

新株予約権の行使期間  平成20年９月１日から平成28年８月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 500

資本組入額　　 250

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．平成19年１月19日開催の取締役会決議により、平成19年３月１日付で当社普通株式１株を３株、平成19年９月

11日開催の取締役会決議により、平成19年９月28日付で当社普通株式１株を２株及び平成20年３月14日開催

の取締役会決議により、平成20年３月31日付で当社普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割をする場合、資本減少を行う場合、その他

これらの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整される

ものとする。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整するものとし、調整の結果生じ

る１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が時価（ただし、当社株式の上場前においては、その時点における調整前

行使価額を時価とみなす）を下回る価額で新株の発行を行う場合（ただし、時価発行として行う公募増資、

新株予約権及び新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）、次の算式により行使価額を調整するも

のとし、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 新規発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行株式数＋ 新規発行前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

時価」を「処分前の時価」に読み替えるものとする。

さらに、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継され

る場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収合併を行

う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権行使の条件は次のとおりであります。

（1） 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても当社または当

社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社または当社子

会社の取締役、監査役が任期満了の事由により退任する場合及び当社または当社子会社の従業員が定年

により退職する場合はこの限りではない。

（2） 当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

（3） 新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

（4） 新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するま

では、本新株予約権を行使できないものとする。

（5） 新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。
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（6） その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

 

③　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　第３回新株予約権　平成19年６月６日臨時株主総会決議

　（平成19年６月６日取締役会決議及び平成19年９月11日取締役会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 149

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数　100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 29,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000

新株予約権の行使期間  平成21年６月７日から平成29年６月６日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 1,000

資本組入額　　 　500

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．平成19年９月11日開催の取締役会決議により、平成19年９月28日付で当社普通株式１株を２株及び平成20年

３月14日開催の取締役会決議により、平成20年３月31日付で当社普通株式１株を100株とする株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及

び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割をする場合、資本減少を行う場合、その他

これらの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整される

ものとする。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整するものとし、調整の結果生じ

る１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が時価（ただし、当社株式の上場前においては、その時点における調整前

行使価額を時価とみなす）を下回る価額で新株の発行を行う場合（ただし、時価発行として行う公募増資、

新株予約権及び新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）、次の算式により行使価額を調整するも

のとし、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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 新規発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行株式数＋ 新規発行前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

時価」を「処分前の時価」に読み替えるものとする。

さらに、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継され

る場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収合併を行

う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権行使の条件は次のとおりであります。

（1） 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても当社または当

社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社または当社子

会社の取締役、監査役が任期満了の事由により退任する場合及び当社または当社子会社の従業員が定年

により退職する場合はこの限りではない。

（2） 当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

（3） 新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

（4） 新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するま

では、本新株予約権を行使できないものとする。

（5） 新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

（6） その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

 

（３）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日から

平成20年12月31日 
－ 6,405,000 － 638,128 － 344,120

 

 

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、当社株式の取得又は処分を伴う大量保有報告書等の写しの送付等がな

く、当第１四半期連結会計期間末時点においては大株主の異動は把握しておりません。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　当第１四半期連結会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が把握できないため、

記載することができません。直前の基準日である平成20年９月30日現在の株主名簿に基づき、記載をしておりま

す。 

平成20年９月30日現在 

 区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等） － － －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　6,404,900 64,049 単元株式数　100株

 単元未満株式 普通株式　　　　100 － 同上

 発行済株式総数  6,405,000 － －

 総株主の議決権 － 64,049 －

  

②【自己株式等】

平成20年９月30日現在 

 所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義所有

株式数

 

（株） 

他人名義所有

株式数

 

（株） 

所有株式数の

合計

 

（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％） 

－ － － － － －

計 － － － － －

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
　10月

11月 12月

最高（円） 339 241 131

最低（円） 182 137 59

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までおける役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 690,220 1,467,596

受取手形及び売掛金 16,553 25,160

販売用不動産 6,869,978 6,969,377

仕掛販売用不動産 11,568,931 14,328,590

未成業務支出金 800,000 1,100,000

前払費用 187,362 297,235

繰延税金資産 334,206 385,045

その他 36,092 223,699

貸倒引当金 △11,394 －

流動資産合計 20,491,950 24,796,704

固定資産

有形固定資産

建物 1,063,583 1,076,965

減価償却累計額 △57,721 △52,971

建物（純額） 1,005,861 1,023,993

土地 511,824 524,161

その他 58,846 62,986

減価償却累計額 △34,448 △35,318

その他（純額） 24,397 27,667

有形固定資産合計 1,542,084 1,575,823

無形固定資産

その他 12,197 13,074

無形固定資産合計 12,197 13,074

投資その他の資産

投資有価証券 485,775 504,553

その他の関係会社有価証券 26,367 34,306

その他 183,150 186,580

投資その他の資産合計 695,292 725,440

固定資産合計 2,249,573 2,314,338

資産合計 22,741,523 27,111,043
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,669,948 2,309,595

短期借入金 3,029,700 4,240,368

1年内返済予定の長期借入金 9,234,076 8,234,304

未払金 63,920 161,801

未払法人税等 778,654 706,481

預り金 33,477 32,227

前受金 495,403 1,699,422

賞与引当金 8,176 18,608

その他 180,072 212,858

流動負債合計 15,493,429 17,615,667

固定負債

長期借入金 2,770,735 5,171,325

繰延税金負債 6,534 14,160

その他 223,729 210,578

固定負債合計 3,000,999 5,396,063

負債合計 18,494,428 23,011,730

純資産の部

株主資本

資本金 638,128 638,128

資本剰余金 344,120 344,120

利益剰余金 3,259,629 3,096,424

株主資本合計 4,241,877 4,078,672

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,524 20,639

為替換算調整勘定 △4,306 －

評価・換算差額等合計 5,217 20,639

純資産合計 4,247,095 4,099,312

負債純資産合計 22,741,523 27,111,043
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 5,167,310

売上原価 ※1
 4,624,855

売上総利益 542,454

販売費及び一般管理費 ※2
 544,246

営業利益 △1,791

営業外収益

受取利息 202

受取配当金 12

違約金収入 5,569

保険解約返戻金 12,935

その他 195

営業外収益合計 18,915

営業外費用

支払利息 123,056

支払手数料 1,144

その他 9,930

営業外費用合計 134,132

経常利益 △117,008

特別利益

投資有価証券売却益 123

契約違約金収入 400,000

特別利益合計 400,123

特別損失

固定資産除却損 ※3
 718

前期損益修正損 2,917

特別損失合計 3,635

税金等調整前四半期純利益 279,479

法人税等合計 116,275

四半期純利益 163,204
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 279,479

減価償却費 35,286

長期前払費用償却額 30

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,394

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,431

受取利息及び受取配当金 △215

支払利息 123,056

契約違約金収入 △400,000

投資有価証券売却損益（△は益） △123

固定資産除却損 718

前期損益修正損益（△は益） 2,917

たな卸資産評価損 1,175,940

持分法による投資損益（△は益） 715

売上債権の増減額（△は増加） 8,607

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,987,185

仕入債務の増減額（△は減少） △489,647

未払金の増減額（△は減少） △81,223

預り金の増減額（△は減少） 1,250

前受金の増減額（△は減少） △804,019

その他の流動資産の増減額（△は増加） 100,608

その他の流動負債の増減額（△は減少） △43,087

その他の固定負債の増減額（△は減少） 13,151

小計 1,911,594

利息及び配当金の受取額 215

利息の支払額 △87,721

契約違約金の支払 △14,500

その他の支出 △1

法人税等の支払額 △42

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,809,543

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △112,022

定期預金の払戻による収入 139,188

定期積金の預入による支出 △2,000

有形固定資産の取得による支出 △7,885

投資有価証券の売却による収入 161

敷金及び保証金の差入による支出 △4,134

敷金及び保証金の回収による収入 94

その他 7,440

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,842
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,210,668

長期借入金の返済による支出 △1,400,818

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,611,486

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △781,100

現金及び現金同等物の期首残高 1,369,391

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 588,290
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当社グループは、サブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の混乱の影響を背景に、金融機関からの

不動産関連事業案件への融資の厳格化や実態経済の低迷による金融市場の運用環境の悪化等により不動産及び不動

産に係る資金の流動性が停滞していることを受け、売却を予定していた販売用不動産の処分が当初計画とおりとなら

なかった事象が発生し、これに伴う金融機関等からの借換融資が必要な状況となりました。これにより、当第１四半期

連結会計期間において、継続企業の前提に重要な疑義が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消すべく当期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営計画

（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）を策定しております。

財務基盤の強化につきましては、たな卸資産計上の販売用不動産を早期に売却すること、不動産開発事業の分譲マン

ション開発に経営資源を集約すること、東京都都心エリア以外の新規開発用地の取得を凍結することにより資金効率

の改善を図ります。また、返済期限が到来したプロジェクト資金等については、完成物件の販売スケジュールに合わせ

て返済条件の見直しを行い、金融機関等及び建設会社からの協力を得て返済条件の変更を図ります。さらに、当社株式

上場により設定されていましたロックアップ（資金調達等の制限）期間が平成21年１月31日にて終了したことによ

り、第三者割当増資等の資本政策の実施を検討いたします。

収益構造の改善につきましては、販売費及び一般管理費の経費削減として、役員報酬減額の継続、従業員等の人員削

減を実施し、前連結会計年度末現在における当社グループ人員数83名（臨時雇用者含）に対し57％である48名の人員

削減を実行（平成21年１月31日現在）いたしました。また、事業規模に見合った組織及び人員体制とするため、取締役

数及び従業員数のさらなる削減を検討し実施いたします。

このような経営資源の効率化による資金面での対応及び収益性の向上を図ることにより、継続性の前提に関する重

要な疑義は解消できると判断しております。

したがって、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１．会計処理基準に関する事項

の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　   の変更 

   たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産  については、従来個別法による原価法に

よっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）に変更しております。なお、この変更に伴い税金等調整前四半期純利益

は1,175百万円減少しております。 

（2）リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号　平成19年３月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号　平成19年３月30日改正）が平成20

年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用するこ

とができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権

移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ただし、リース契約日が会計基準適用初年度開始前のリース取引について、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

なお、この変更により損益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方

法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。 

２．たな卸資産の評価方法 四半期連結会計期間末におけるたな卸資産の簿価の切下げに関して収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法を適

用しております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債

の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年

度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

により算定しております。

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年10月１日　

　至　平成20年12月31日）

１. 税金費用の計算

 

 

 

 

 

 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法人税等調整額は「法人税等」

に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産評価損の金額  　　

 1,175,940千円

※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 　　

 役員報酬 36,030千円 

 給与手当 80,732千円 

 販売代理手数料 178,028千円 

 広告宣伝費 110,146千円 

 減価償却費 4,065千円 

 長期前払費用償却 30千円 

 賞与引当金繰入額 8,176千円 

 貸倒引当金繰入額 11,394千円 

 　　

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 　　

 有形固定資産（その他）              718千円

  

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 　　

 現金及び預金勘定  690,220千円

 流動資産（その他）  1,117千円

 預入期間３ヶ月超の定期預金等  △103,047千円

 現金及び現金同等物  588,290千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　6,405,000株  

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。  

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。  

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　 該当事項はありません。 

 

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

     発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

     該当事項はありません。 

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 

不動産
開発事業
 

（千円）

ソリュー
ション事業

 
（千円）

不動産
ファンド
事業
（千円）

 不動産
 管理事業
 

（千円）

 
計
 

（千円）

消去
又は全社
 

（千円）

 
連結
 

（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
4,605,262537,551 － 24,4965,167,310 － 5,167,310

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 17,98317,983(17,983) －

計 4,605,262537,551 － 42,4805,185,294(17,983)5,167,310

営業利益又は営業損失

（△）
415,131△273,798△2,980 2,213140,565(142,357)△1,791

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要な事業の内容

事業区分 事業内容

不動産開発事業
「アスコットパーク」シリーズを中心とした分譲マンション等の企画開発業務、投資家向けの

賃貸マンション及びオフィスビル等の収益不動産の企画開発業務 

ソリューション事業
資産価値の低下した不動産や収益性の改善が可能な既存の物件を取得し、効率的な改装・改修

によってバリューアップする不動産再生業務 

不動産ファンド事業 他社が組成する特別目的会社等へ出資し配当やキャピタルゲインを取得 

不動産管理事業 分譲マンション等における総合管理業務及び不動産仲介業務 

３．会計方針の変更

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。これによる営業損益に与える影響額は△1,175,940千円であります。 なお、各セ

グメントの営業損益に与える影響額は、不動産開発事業△845,152千円、ソリューション事業△330,787千円

であります。

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　　　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）
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　　　　　海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。    

 

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　当第１四半期連結会計期間はストック・オプションを付与していないため、該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 663.09円
 

１株当たり純資産額 640.02円
 

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 25.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 25.35円
 

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
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当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 163,204

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 163,204

期中平均株式数（株） 6,405,000

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

　四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 34,301

　（うち新株予約権） (34,301)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

 

 

－

 

 

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。 

  

 

 

 

（リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）　

　リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。  

 

 

２【その他】

　 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月13日

株式会社アスコット

取締役会　御中
 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アスコット

の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アスコット及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、金融機関の融資厳格化などの理由により、借換融資が必要な状況となって

いる。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記

に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連

結財務諸表には反映していない。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会

社が別途保管しております。
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